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(57)【要約】
【課題】信号処理回路の消費電力を低減する。また、該
信号処理回路を備えることで、半
導体装置の消費電力を低減する。
【解決手段】信号処理回路は、基準電圧生成回路と、分
圧回路と、オペアンプと、該オペ
アンプにバイアス電流を供給するバイアス回路と、第１
及び第２の保持回路と、を有し、
基準電圧生成回路と、バイアス回路との間に、第１の保
持回路が接続されており、分圧回
路と、オペアンプの非反転入力端子との間に、第２の保
持回路が接続されている。第１及
び第２の保持回路によって、基準電圧及び参照電圧を保
持することができるため、基準電
圧生成回路の動作を停止することができる。よって、基
準電圧生成回路における消費電力
を削減できる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第１の電源電圧が供給される第１の端子と、第２の電源電圧が供給される第２の端子と
の間に接続され、第１及び第２の基準電圧を出力する基準電圧生成回路と、
　前記第１の端子と前記第２の端子との間に接続され、前記第２の基準電圧を分圧して、
参照電圧を出力する分圧回路と、
　前記第１の端子と、前記基準電圧生成回路との間に接続され、第１の信号に応じて、導
通状態または非導通状態となる第１のスイッチと、
　前記参照電圧が非反転入力端子に与えられ、出力電圧が反転入力端子に与えられるオペ
アンプと、
　前記オペアンプに、バイアス電流を供給するバイアス回路と、
　前記基準電圧生成回路と、前記バイアス回路との間に接続され、第２の信号に応じて、
前記第１の基準電圧の保持を行う第１の保持回路と、
　前記分圧回路と、前記オペアンプの前記非反転入力端子との間に接続され、前記第２の
信号に応じて、前記参照電圧の保持を行う第２の保持回路と、を有する半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
本発明は、半導体装置に関する。特に、信号処理回路に対して電源電圧の供給を停止する
ことが可能な半導体装置に関する。なお、本明細書等において半導体装置とは、半導体特
性を利用することで機能しうる装置全般を指し、電気光学装置、発光表示装置、半導体回
路及び電子機器は全て半導体装置である。
【背景技術】
【０００２】
近年、電子機器においては、動作時の低消費電力化が強く求められている。電子機器の消
費電力対策として、信号処理回路における動作状態に応じて、個々の論理回路の動作を制
御することが行われている。
【０００３】
信号処理回路として、例えば、ボルテージレギュレータにおいては、高電源電圧変動除去
比で良好な過渡応答特性が得られる第１の差動増幅回路、第２の差動増幅回路、及び出力
トランジスタの３段構成動作と、低消費電流に適した第２の差動増幅回路及び出力トラン
ジスタの２段構成動作と、を自動で切り替えるということが行われている。（特許文献１
参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－０９６２１０
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
しかし、特許文献１に記載されたボルテージレギュレータでは、微少電流での動作状態で
あっても、基準電圧生成回路に電源から電流が供給されている限り、基準電圧生成回路に
おける電力は消費し続けている。そのため、信号処理回路において消費される電力は、十
分に低減されているとはいえなかった。
【０００６】
上記問題に鑑み、本発明の一態様では、信号処理回路の消費電力を低減することを目的の
一とする。また、該信号処理回路を備えることで、半導体装置の消費電力を低減すること
を目的の一とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
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本発明の一態様に係る半導体装置は、基準電圧生成回路と、分圧回路と、オペアンプと、
該オペアンプにバイアス電流を供給するバイアス回路と、第１及び第２の保持回路と、を
有し、基準電圧生成回路と、バイアス回路との間に、第１の保持回路が接続されており、
分圧回路と、オペアンプの非反転入力端子との間に、第２の保持回路が接続されている。
【０００８】
第１及び第２の保持回路は、それぞれスイッチ及び容量素子を有する。第１の保持回路に
おけるスイッチの一端が、基準電圧生成回路と接続され、他端が容量素子の一対の電極の
一方と、バイアス回路と、に接続される。また、第２の保持回路におけるスイッチの一端
が、分圧回路と接続され、他端が、容量素子の一対の電極の一方と、オペアンプと、に接
続される。スイッチとしては、オフ電流が著しく小さいトランジスタを用いる。
【０００９】
オフ電流が著しく小さいトランジスタとしては、シリコンよりも広いバンドギャップを有
する半導体でなる膜や基板中にチャネルが形成されるトランジスタを用いることができる
。シリコンよりも広いバンドギャップを有する半導体としては化合物半導体があり、例え
ば、酸化物半導体、窒化物半導体などがある。例えば、オフ電流が著しく小さいトランジ
スタとして、チャネルが酸化物半導体膜に形成されるトランジスタを用いることができる
。
【００１０】
なお、本明細書等において、オフ電流とは、トランジスタがオフ状態のときに、ソースと
ドレインとの間に流れる電流をいう。ｎチャネル型のトランジスタ（例えば、しきい値電
圧が０乃至２Ｖ程度）では、ゲートとソースとの間に印加される電圧が負の電圧の場合に
、ソースとドレインとの間を流れる電流のことをいう。
【００１１】
スイッチとして、チャネルが酸化物半導体膜に形成されるトランジスタを用いることによ
り、スイッチと、容量素子とが接続されたノードの電位が一定に保たれた後、スイッチを
非導通状態としても、スイッチを介してリークする電荷量を、著しく小さく抑えることが
できる。
【００１２】
そのため、第１の保持回路が有するスイッチを非導通状態とすることにより、基準電圧生
成回路から出力された電圧を、スイッチと容量素子とが接続されたノードに保持すること
ができる。また、第２の保持回路が有するスイッチを非導通状態とすることにより、分圧
回路から出力された電圧を、スイッチと容量素子とが接続されたノードに保持することが
できる。
【００１３】
したがって、基準電圧生成回路から、バイアス回路やオペアンプへ電圧を出力し続ける必
要がなくなるため、基準電圧生成回路を常時動作させる必要がなくなる。これにより、基
準電圧生成回路へ電源の供給を停止することができるため、基準電圧生成回路で消費され
る電力を削減することができる。
【００１４】
本発明の一態様に係る半導体装置は、第１の電源電圧が供給される第１の端子と、第２の
電源電圧が供給される第２の端子との間に接続され、第１及び第２の基準電圧を出力する
基準電圧生成回路と、第１の端子と第２の端子との間に接続され、第２の基準電圧を分圧
して、参照電圧を出力する分圧回路と、第１の端子と、基準電圧生成回路との間に接続さ
れ、第１の信号に応じて、導通状態または非導通状態となる第１のスイッチと、参照電圧
が非反転入力端子に与えられ、出力電圧が反転入力端子に与えられるオペアンプと、オペ
アンプに、バイアス電流を供給するバイアス回路と、基準電圧生成回路と、バイアス回路
との間に接続され、第２の信号に応じて、第１の基準電圧の保持を行う第１の保持回路と
、分圧回路と、オペアンプの非反転入力端子との間に接続され、第２の信号に応じて、参
照電圧の保持を行う第２の保持回路と、を有する。
【００１５】



(4) JP 2018-92668 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

本発明の一態様に係る半導体装置は、第１の電源電圧が供給される第１の端子と、第２の
電源電圧が供給される第２の端子との間に接続され、第１及び第２の基準電圧を出力する
基準電圧生成回路と、第１の端子と第２の端子との間に接続され、第２の基準電圧を分圧
して、参照電圧を出力する分圧回路と、第１の端子と、基準電圧生成回路との間に接続さ
れ、第１の信号に応じて、導通状態または非導通状態となる第１のスイッチと、参照電圧
が非反転入力端子に与えられ、出力電圧が反転入力端子に与えられるオペアンプと、オペ
アンプと、第２の端子との間に接続され、オペアンプに、バイアス電流を供給するバイア
ス回路と、基準電圧生成回路と、バイアス回路との間に接続され、第２の信号に応じて、
第１の基準電圧の保持を行う第１の保持回路と、分圧回路と、オペアンプの非反転入力端
子との間に接続され、第２の信号に応じて、参照電圧の保持を行う第２の保持回路と、を
有する。
【００１６】
本発明の一態様に係る半導体装置は、第１の電源電圧が供給される第１の端子と、第２の
電源電圧が供給される第２の端子との間に接続され、基準電圧を出力する基準電圧生成回
路と、第１の端子と第２の端子との間に接続され、基準電圧を分圧して、参照電圧を出力
する分圧回路と、第１の端子と、基準電圧生成回路との間に接続され、第１の信号に応じ
て、導通状態または非導通状態となる第１のスイッチと、参照電圧が非反転入力端子に与
えられ、出力電圧が反転入力端子に与えられるオペアンプと、オペアンプと、第１の端子
の間に接続され、オペアンプに、バイアス電流を供給するバイアス回路と、基準電圧生成
回路と、バイアス回路との間に接続され、第２の信号に応じて、基準電圧の保持を行う第
１の保持回路と、分圧回路と、オペアンプの非反転入力端子との間に接続され、第２の信
号に応じて、参照電圧の保持を行う第２の保持回路と、を有する。
【００１７】
上記各半導体装置において、第１及び第２の保持回路は、第２のスイッチおよび容量素子
を有し、第２のスイッチは、第２の信号に応じて、導通状態または非導通状態となる。ま
た、第２のスイッチは、チャネルが酸化物半導体に形成されるトランジスタである。
【００１８】
また、本発明の一態様に係る半導体装置は、第１の電源電圧が供給される第１の端子と、
第２の電源電圧が供給される第２の端子との間に接続され、第１及び第２の基準電圧を出
力する基準電圧生成回路と、第１の端子と、基準電圧生成回路との間に接続され、第１の
信号に応じて、導通状態または非導通状態となる第１のスイッチと、第１の端子と第２の
端子との間に接続され、第２の基準電圧を分圧して、参照電圧を出力する分圧回路と、参
照電圧が非反転入力端子に与えられ、出力電圧が反転入力端子に与えられるオペアンプと
、オペアンプと、第１の端子の間に接続され、オペアンプに、バイアス電流を供給する第
１のバイアス回路と、オペアンプと、第２の端子との間に接続され、オペアンプに、バイ
アス電流を供給する第２のバイアス回路と、基準電圧生成回路と、第１のバイアス回路と
の間に接続され、第２の信号に応じて、第１の基準電圧の保持を行う第１の保持回路と、
基準電圧生成回路と、第２のバイアス回路との間に接続され、第２の信号に応じて、第２
の基準電圧の保持を行う第２の保持回路と、分圧回路と、オペアンプの非反転入力端子と
の間に接続され、第２の信号に応じて、参照電圧の保持を行う第３の保持回路と、を有す
る。
【００１９】
上記半導体装置において、第１乃至第３の保持回路は、それぞれ第２のスイッチおよび容
量素子を有し、第２のスイッチは、第２の信号に応じて、導通状態または非導通状態とな
る。また、第２のスイッチは、チャネルが酸化物半導体に形成されるトランジスタである
。
【００２０】
上記各半導体装置において、第１のスイッチは、チャネルが酸化物半導体に形成される。
【００２１】
なお、トランジスタに用いる酸化物半導体は、電子供与体（ドナー）となる水分または水
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素などの不純物が低減され、なおかつ酸素欠損が低減されることにより、高純度化された
酸化物半導体（ｐｕｒｉｆｉｅｄ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）であるこ
とが好ましい。高純度化された酸化物半導体は、ｉ型（真性半導体）又はｉ型に限りなく
近い。そのため、上記酸化物半導体を用いたトランジスタは、オフ電流が著しく小さいと
いう特性を有する。また、酸化物半導体のバンドギャップは、２ｅＶ以上、好ましくは２
．５ｅＶ以上、より好ましくは３ｅＶ以上である。水分または水素などの不純物濃度が十
分に低減され、なおかつ酸素欠損が低減されることにより高純度化された酸化物半導体膜
を用いることにより、トランジスタのオフ電流を著しく小さくすることができる。
【００２２】
具体的に、高純度化された酸化物半導体を半導体膜に用いたトランジスタのオフ電流が小
さいことは、いろいろな実験により証明できる。例えば、チャネル幅が１×１０６μｍで
チャネル長が１０μｍの素子であっても、ソース端子とドレイン端子間の電圧（ドレイン
電圧）が１Ｖから１０Ｖの範囲において、オフ電流が、半導体パラメータアナライザの測
定限界以下、すなわち１×１０－１３Ａ以下という特性を得ることができる。この場合、
オフ電流をトランジスタのチャネル幅で除した数値に相当するオフ電流密度は、１００ｚ
Ａ／μｍ以下であることが分かる。また、容量素子とトランジスタとを接続して、容量素
子に流入または容量素子から流出する電荷を当該トランジスタで制御する回路を用いて、
オフ電流密度の測定を行った。当該測定では、上記トランジスタに高純度化された酸化物
半導体膜をチャネル形成領域に用い、容量素子の単位時間あたりの電荷量の推移から当該
トランジスタのオフ電流密度を測定した。その結果、トランジスタのソース端子とドレイ
ン端子間の電圧が３Ｖの場合に、数十ｙＡ／μｍという、さらに低いオフ電流密度が得ら
れることが分かった。従って、高純度化された酸化物半導体膜をチャネル形成領域に用い
たトランジスタは、シリコンを用いたトランジスタに比べてオフ電流が著しく小さいとい
える。
【発明の効果】
【００２３】
上記問題に鑑み、本発明の一態様では、信号処理回路の消費電力を十分に低減することが
できる。また、該信号処理回路を備えることで、半導体装置の消費電力を十分に低減する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】信号処理回路のブロック図。
【図２】信号処理回路のブロック図。
【図３】信号処理回路の回路図。
【図４】信号処理回路のブロック図。
【図５】信号処理回路のブロック図。
【図６】信号処理回路の回路図。
【図７】信号処理回路のブロック図。
【図８】信号処理回路の一部を示す回路図。
【図９】電源制御装置のブロック図。
【図１０】トランジスタの作製方法を説明する断面図。
【図１１】信号処理回路の回路図。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
以下では、本発明の実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。ただし、本発明は
以下の説明に限定されず、本発明の趣旨及びその範囲から逸脱することなくその形態及び
詳細を様々に変更し得ることは、当業者であれば容易に理解される。したがって、本発明
は、以下に示す実施の形態の記載内容に限定して解釈されるものではない。
【００２６】
（実施の形態１）
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本実施の形態では、本発明の一態様に係る信号処理回路について、図１乃至図３を参照し
て説明する。
【００２７】
図１に、信号処理回路のブロック図を示す。図１に示す信号処理回路は、基準電圧生成回
路１０１と、分圧回路１０２と、スイッチ１０３と、オペアンプ１０４と、バイアス回路
１０５と、保持回路１０６と、保持回路１０７で構成されている。
【００２８】
基準電圧生成回路１０１は、第１の電源電圧Ｖ１が供給される第１の端子と、第２の電源
電圧Ｖ２が供給される第２の端子との間に接続され、バイアス回路１０５に基準電圧Ｖａ
及び分圧回路１０２に基準電圧Ｖｂを出力する。第１の電源電圧Ｖ１は、例えばＶＤＤと
し、第２の電源電圧Ｖ２は、ＧＮＤとする。
【００２９】
分圧回路１０２は、第１の端子と、第２の端子との間に接続され、基準電圧Ｖｂを分圧し
て、オペアンプ１０４の非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆを出力する。
【００３０】
スイッチ１０３は、第１の端子と、基準電圧生成回路１０１との間に接続され、制御信号
ＳＥＬ１に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイッチ１０３が導通状態の場合
は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給し、非導通状態
の場合は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給すること
を停止する。
【００３１】
オペアンプ１０４は、非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆが入力され、出力端子から出力
電圧Ｖｏｕｔを出力し、また、出力電圧Ｖｏｕｔの一部を、反転入力端子に帰還させてい
る。
【００３２】
バイアス回路１０５は、第２の端子と、オペアンプ１０４との間に接続され、オペアンプ
１０４に、バイアス電流を供給する。
【００３３】
保持回路１０６は、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０５との間に接続される
。また、保持回路１０６は、スイッチ１１１及び容量素子１１２を有し、スイッチ１１１
の一端は、基準電圧生成回路１０１に接続され、他端は、容量素子１１２の一対の電極の
一方と、バイアス回路１０５と、に接続される。容量素子１１２の一対の電極の他方は、
第２の端子と接続される。ここで、スイッチ１１１の他端と、容量素子１１２の一対の電
極の一方と、バイアス回路１０５と、が接続された接続点をノードＡとする。
【００３４】
スイッチ１１１は、制御信号ＳＥＬ２に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイ
ッチ１１１が導通状態の場合は、基準電圧生成回路１０１から出力された基準電圧Ｖａを
、バイアス回路１０５に供給し、スイッチ１１１が非導通状態の場合は、基準電圧生成回
路１０１から出力された基準電圧ＶａをノードＡにおいて保持する。
【００３５】
保持回路１０７は、分圧回路１０２と、オペアンプ１０４の非反転入力端子との間に接続
される。また、保持回路１０７は、スイッチ１１３及び容量素子１１４を有し、スイッチ
１１３の一端は、分圧回路１０２に接続され、他端は、容量素子１１４の一対の電極の一
方と、オペアンプ１０４の非反転入力端子と、に接続される。容量素子１１４の一対の電
極の他方は、第２の端子と接続される。ここで、スイッチ１１３の他端と、容量素子１１
４の一対の電極の一方と、オペアンプ１０４の非反転入力端子と、が接続された接続点を
ノードＢとする。
【００３６】
スイッチ１１３は、制御信号ＳＥＬ２に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイ
ッチ１１３が導通状態の場合は、分圧回路１０２から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを、オ
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ペアンプ１０４の非反転入力端子に供給し、スイッチ１１３が非導通状態の場合は、分圧
回路１０２から出力された参照電圧ＶｒｅｆをノードＢにおいて保持する。
【００３７】
図２に、図１に示す信号処理回路におけるスイッチ１０３、バイアス回路１０５、保持回
路１０６、保持回路１０７の一例を示す。
【００３８】
スイッチ１０３としては、例えば、制御信号ＳＥＬ１に応じて、オン状態またはオフ状態
となるトランジスタ１１５を用いる。
【００３９】
バイアス回路１０５としては、例えば、基準電圧生成回路１０１から出力された基準電圧
Ｖａに応じて、オン状態またはオフ状態となるトランジスタ１１６を用いる。トランジス
タ１１６は、ノードＡにおける電圧がトランジスタ１１６のしきい値電圧以上であれば、
オン状態となり、オペアンプ１０４に、バイアス電流を供給し、ノードＡにおける電圧が
トランジスタ１１６のしきい値電圧より低ければ、オフ状態となり、オペアンプ１０４に
、バイアス電流を供給することを停止する。なお、図２においては、トランジスタ１１６
は、ｎチャネル型トランジスタとする。
【００４０】
保持回路１０６において、スイッチ１１１は、例えば、制御信号ＳＥＬ２に応じて、オン
状態またはオフ状態となるトランジスタ１１７を用いる。また、トランジスタ１１７とし
て、オフ電流が著しく小さいトランジスタを用いる。
【００４１】
また、保持回路１０７において、スイッチ１１３は、例えば、制御信号ＳＥＬ２に応じて
、オン状態またはオフ状態となるトランジスタ１１８を用いる。また、トランジスタ１１
８として、オフ電流が著しく小さいトランジスタを用いる。
【００４２】
オフ電流が著しく小さいトランジスタとしては、シリコンよりも広いバンドギャップを有
する半導体でなる膜や基板中にチャネルが形成されるトランジスタを用いることができる
。シリコンよりも広いバンドギャップを有する半導体としては化合物半導体があり、例え
ば、酸化物半導体、窒化物半導体などがある。例えば、オフ電流が著しく小さいトランジ
スタとして、チャネルが酸化物半導体膜に形成されるトランジスタを用いることができる
。
【００４３】
保持回路１０６におけるスイッチ１１１として、オフ電流が著しく小さいトランジスタ１
１７を用い、該トランジスタ１１７をオフ状態とすることで、容量素子１１２の一対の電
極のうちの一方の電圧を長期間にわたって保持することができる。すなわち、スイッチ１
１１が非導通状態の場合に、保持回路１０６におけるノードＡの電圧を長期間にわたって
保持することができる。
【００４４】
また、保持回路１０７におけるスイッチ１１３として、オフ電流が著しく小さいトランジ
スタ１１８を用い、該トランジスタ１１８をオフ状態とすることで、容量素子１１４の一
対の電極のうちの一方の電圧を長期間にわたって保持することができる。すなわち、スイ
ッチ１１３が非導通状態の場合に、保持回路１０７におけるノードＢの電圧を長期間にわ
たって保持することができる。
【００４５】
次に、図２に示す信号処理回路の動作について説明する。
【００４６】
まず、トランジスタ１１５に制御信号ＳＥＬ１を入力することにより、トランジスタ１１
５をオン状態として、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を、基準電圧生成回路１０１に
供給する。トランジスタ１１５がｎｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ１とし
てハイレベルを入力すればよく、ｐｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ１とし
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てローレベルを入力すればよい。なお、以下において、トランジスタ１１５、トランジス
タ１１７、及びトランジスタ１１８は、ｎｃｈ型トランジスタである場合について説明す
る。基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１が供給されることで、基準電圧生成回
路１０１が動作し、基準電圧Ｖｂを分圧回路１０２に、基準電圧Ｖａを保持回路１０６に
出力する。
【００４７】
また、分圧回路１０２では、基準電圧Ｖｂを分圧した参照電圧Ｖｒｅｆを保持回路１０７
に出力する。
【００４８】
制御信号ＳＥＬ２をハイレベルとして、トランジスタ１１７及びトランジスタ１１８をオ
ン状態とする。トランジスタ１１７がオン状態となることで、基準電圧生成回路１０１か
ら出力された基準電圧Ｖａを、トランジスタ１１６に供給する。これにより、トランジス
タ１１６がオン状態となり、第２の端子から、第２の電源電圧Ｖ２を、オペアンプ１０４
に供給する。また、トランジスタ１１８がオン状態となることで、分圧回路１０２から出
力された参照電圧Ｖｒｅｆを、オペアンプ１０４の非反転入力端子に出力する。これによ
り、オペアンプ１０４が動作するため、出力端子から出力電圧Ｖｏｕｔを出力するととも
に、一部の出力電圧Ｖｏｕｔをオペアンプ１０４の反転入力端子に出力する。
【００４９】
図２に示す信号処理回路が定常状態（基準電圧Ｖａがバイアス回路１０５に正常に供給さ
れている状態、参照電圧Ｖｒｅｆがオペアンプ１０４の非反転入力端子に正常に供給され
ている状態）となった後、制御信号ＳＥＬ２をローレベルとして、トランジスタ１１７及
びトランジスタ１１８をオフ状態とする。トランジスタ１１７及びトランジスタ１１８は
、オフ電流が著しく小さいトランジスタであるため、ノードＡにおける電圧（基準電圧Ｖ
ａ）及びノードＢにおける電圧（参照電圧Ｖｒｅｆ）を、長期間にわたって保持すること
ができる。
【００５０】
次に、制御信号ＳＥＬ１をローレベルとして、トランジスタ１１５をオフ状態とする。こ
れにより、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１へ供給すること
を停止する。基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１の供給が停止するため、基準
電圧生成回路１０１の動作が停止する。
【００５１】
図２に示す信号処理回路では、保持回路１０６に、オフ電流が著しく小さいトランジスタ
１１７を用いている。そのため、トランジスタ１１７をオフ状態とすることにより、ノー
ドＡにおける電圧（基準電圧Ｖａ）を、長期間にわたって保持することができる。これに
より、基準電圧生成回路１０１の動作が停止ししても、基準電圧Ｖａを、トランジスタ１
１６に供給し続けることができる。同様に、保持回路１０７に、オフ電流が著しく小さい
トランジスタ１１８を用いている。そのため、トランジスタ１１８をオフ状態とすること
により、ノードＢにおける電圧（参照電圧Ｖｒｅｆ）を、長期間にわたって保持すること
ができる。これにより、基準電圧生成回路１０１の動作が停止しても、参照電圧Ｖｒｅｆ
を、オペアンプ１０４の非反転入力端子に供給し続けることができる。
【００５２】
例えば、スイッチ１１１として、シリコンを用いたトランジスタを用いた場合、オフ電流
は１ｐＡとなる。また、容量素子１１２の容量を例えば１ｐＦとすると、ノードＡで基準
電圧Ｖａを変化量１ｍＶ未満で保持できる期間は１ｍｓｅｃとなる。したがって、基準電
圧生成回路１０１の動作を停止させると、バイアス回路１０５の動作が停止してしまうの
で、信号処理回路が定常状態となっても基準電圧生成回路１０１の動作を停止することは
できない。
【００５３】
しかし、本発明の一態様では、スイッチ１１１として、酸化物半導体を用いたトランジス
タ１１７を用いているため、オフ電流を、１００ｙＡとすることができる。また、容量素
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子１１２の容量を例えば１ｐＦとすると、ノードＡで基準電圧Ｖａを変化量１ｍＶ未満で
保持できる期間は、１０７ｓｅｃ（約１１５日）となる。
【００５４】
また、スイッチ１１３についても同様に、酸化物半導体を用いたトランジスタ１１８を用
いているため、オフ電流を、１００ｙＡとすることができる。また、容量素子１１４の容
量を例えば１ｐＦとすると、ノードＢで参照電圧Ｖｒｅｆを変化量１ｍＶ未満で保持でき
る期間は１０７ｓｅｃ（約１１５日）となる。
【００５５】
したがって、１０７ｓｅｃ（約１１５日）の期間は、基準電圧生成回路１０１の動作を停
止することができる。また、１０７ｓｅｃ（約１１５日）の期間が経過するまえに、スイ
ッチ１０３を導通状態とし、基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１を供給し、基
準電圧生成回路１０１を動作させ、基準電圧Ｖａを保持回路１０６、及び参照電圧Ｖｒｅ
ｆを保持回路１０７に出力すればよい。
【００５６】
従来の基準電圧生成回路では、電圧を出力している間は、常時電源電圧が供給される必要
があった。これにより、従来の基準電圧生成回路においては、常時電力が消費されていた
。
【００５７】
これに対し、本発明の一態様では、スイッチ１１１、１１３として、チャネルが酸化物半
導体膜に形成されるトランジスタを用いている。例えば、スイッチ１１３と、容量素子１
１４とが接続されたノードＢの電位が一定に保たれた後、スイッチ１１３を非導通状態と
しても、スイッチ１１３を介してリークする電荷量を、著しく小さく抑えることができる
。
【００５８】
そのため、保持回路１０６が有するスイッチ１１１を非導通状態とすることにより、基準
電圧生成回路１０１から出力された電圧を、スイッチ１１１と容量素子１１２とが接続さ
れたノードＡに保持することができる。また、保持回路１０７が有するスイッチ１１３を
非導通状態とすることにより、分圧回路１０２から出力された電圧を、スイッチ１１３と
容量素子１１４とが接続されたノードＢに保持することができる。
【００５９】
したがって、基準電圧生成回路１０１から、バイアス回路１０５やオペアンプ１０４へ電
圧を出力し続ける必要がなくなるため、基準電圧生成回路１０１を常時動作させる必要が
なくなる。これにより、スイッチ１０３を非導通状態とし、基準電圧生成回路１０１へ電
源の供給を停止することができるため、基準電圧生成回路１０１で消費される電力を削減
することができる。
【００６０】
本実施の形態では、スイッチ１１１及びスイッチ１１３が、酸化物半導体を用いたトラン
ジスタである場合について説明したが、スイッチ１０３が、酸化物半導体を用いたトラン
ジスタであってもよい。
【００６１】
また、スイッチ１０３、スイッチ１１１、及びスイッチ１１３として用いるトランジスタ
は、酸化物半導体層を挟んで上下に２つのゲートを有するトランジスタとしてもよい。ス
イッチ１０３の場合は、一方のゲートに制御信号ＳＥＬ１を入力し、他方のゲートには、
別の制御信号を入力することができる。また、スイッチ１１１及びスイッチ１１３の場合
は、一方のゲートに制御信号ＳＥＬ２を入力し、他方のゲートには、別の制御信号を入力
することができる。別の制御信号は、一定の電位の信号であってもよい。一定の電位は、
低電源電位や高電源電位であってもよい。なお、２つのゲートを電気的に接続し、制御信
号を入力してもよい。他方のゲートに入力する信号によって、トランジスタのしきい値電
圧等を制御することが可能である。また、トランジスタのオフ電流を更に低減することも
可能である。
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【００６２】
また、本実施の形態では、制御信号ＳＥＬ１および制御信号ＳＥＬ２が異なる信号である
場合について説明したが、制御信号ＳＥＬ１および制御信号ＳＥＬ２を同じ信号としても
よい。
【００６３】
基準電圧生成回路１０１、分圧回路１０２、オペアンプ１０４をトランジスタを用いて構
成する場合に、当該トランジスタは、酸化物半導体以外の半導体でなる層または基板にチ
ャネルが形成されるトランジスタとすることができる。例えば、シリコン層またはシリコ
ン基板にチャネルが形成されるトランジスタとすることができる。
【００６４】
図３に、図１に示す信号処理回路をより詳細に示す。
【００６５】
基準電圧生成回路１０１は、トランジスタ１３１～１３４、及び抵抗素子１３５で構成さ
れる。トランジスタ１３１およびトランジスタ１３２は、ｐチャネル型トランジスタであ
り、トランジスタ１３３およびトランジスタ１３４は、ｎチャネル型トランジスタである
。ノードａは、保持回路１０６におけるトランジスタ１１５のソースまたはドレインの一
方と接続されており、ノードｂは、分圧回路１０２におけるトランジスタ１３６のゲート
と接続されている。また、基準電圧Ｖａは、ノードａにおける電圧であり、基準電圧Ｖｂ
は、ノードｂにおける電圧である。
【００６６】
分圧回路１０２は、トランジスタ１３６および抵抗素子１３７で構成される。トランジス
タ１３６は、ｐチャネル型トランジスタである。トランジスタ１３６のソースまたはドレ
インの一方は、保持回路１０７におけるトランジスタ１１８のソースまたはドレインの一
方と接続されている。
【００６７】
オペアンプ１０４は、トランジスタ１３８～１４１、トランジスタ１４３及び容量素子１
４４で構成される。トランジスタ１３８、トランジスタ１３９及びトランジスタ１４３は
、ｐチャネル型トランジスタである。また、トランジスタ１３８及びトランジスタ１３９
は、カレントミラー回路を構成する。また、トランジスタ１４０およびトランジスタ１４
１は、ｎチャネル型トランジスタであり、差動回路を構成する。また、トランジスタ１４
３及び容量素子１４４により、バッファ回路が構成される。
【００６８】
なお、本実施の形態では、オペアンプを用いて信号処理回路を構成する例について示すが
、オペアンプに換えてコンパレータを用いて信号処理回路を構成しても良い。
【００６９】
バイアス回路１０５は、トランジスタ１１６及びトランジスタ１４２を有する。トランジ
スタ１１６及びトランジスタ１４２は、ｎチャネル型トランジスタである。
【００７０】
本実施の形態に示す信号処理回路では、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０５
との間に、保持回路１０６を接続することにより、保持回路１０６において、基準電圧生
成回路１０１から出力された基準電圧Ｖａを保持することができる。また、分圧回路１０
２と、オペアンプ１０４との間に、保持回路１０７を接続することにより、保持回路１０
７において、分圧回路１０２から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを保持することができる。
これにより、保持回路１０６で基準電圧Ｖａが保持され、保持回路１０７で参照電圧Ｖｒ
ｅｆが保持されている期間においては、基準電圧生成回路１０１の動作を停止することが
できるため、基準電圧生成回路１０１で消費される電力を削減することができる。よって
、信号処理回路で消費される電力を低減することができる。
【００７１】
本実施の形態に示す信号処理回路は、例えば、ＡＣ－ＤＣコンバータ、センサ等に適用す
ることができる。オペアンプやコンパレータ等のアナログ回路を用いて、一定の電圧や、
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信号を出力し続ける必要がある回路においては、特に有用である。
【００７２】
本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせて適用することができる。
【００７３】
（実施の形態２）
本実施の形態では、本発明の一態様に係る信号処理回路の他の一形態について、図４乃至
図６を参照して説明する。
【００７４】
図４に、信号処理回路のブロック図を示す。図４に示す信号処理回路は、基準電圧生成回
路１０１と、分圧回路１０２と、スイッチ１０３と、オペアンプ１０４と、保持回路１０
７と、バイアス回路１０９と、保持回路１０８と、で構成されている。
【００７５】
基準電圧生成回路１０１は、第１の電源電圧Ｖ１が供給される第１の端子と、第２の電源
電圧Ｖ２が供給される第２の端子との間に接続され、バイアス回路１０９及び分圧回路１
０２に基準電圧Ｖｂを出力する。第１の電源電圧Ｖ１は、例えばＶＤＤとし、第２の電源
電圧Ｖ２は、ＧＮＤとする。
【００７６】
分圧回路１０２は、第１の端子と、第２の端子との間に接続され、基準電圧Ｖｂを分圧し
て、オペアンプ１０４の非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆを出力する。
【００７７】
スイッチ１０３は、第１の端子と、基準電圧生成回路１０１との間に接続され、制御信号
ＳＥＬ１に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイッチ１０３が導通状態の場合
は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給し、非導通状態
の場合は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給すること
を停止する。
【００７８】
オペアンプ１０４は、非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆが入力され、出力端子から出力
電圧Ｖｏｕｔを出力し、また、出力電圧Ｖｏｕｔの一部を、反転入力端子に帰還させてい
る。
【００７９】
バイアス回路１０９は、第１の端子と、オペアンプ１０４との間に接続され、オペアンプ
１０４にバイアス電流を供給する。
【００８０】
保持回路１０８は、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０９との間に接続される
。また、保持回路１０８は、スイッチ１１９および容量素子１２０を有し、スイッチ１１
９の一端は、基準電圧生成回路１０１に接続され、他端は、容量素子１２０の一対の電極
の一方と、バイアス回路１０９と、に接続される。容量素子１２０の一対の電極の他方は
、第１の端子と接続される。ここで、スイッチ１１９の他端と、容量素子１２０の一対の
電極の一方と、バイアス回路１０９と、が接続された接続点をノードＣとする。
【００８１】
スイッチ１１９は、制御信号ＳＥＬ２に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイ
ッチ１１９が導通状態の場合は、基準電圧生成回路１０１から出力された基準電圧Ｖｂを
、バイアス回路１０９に供給し、スイッチ１１９が非導通状態の場合は、基準電圧生成回
路１０１から出力された基準電圧ＶｂをノードＣにおいて保持する。
【００８２】
保持回路１０７の構成については、実施の形態１と同様であるため、詳細な説明は省略す
る。
【００８３】
図５に、図４に示す信号処理回路におけるバイアス回路１０９、及び保持回路１０８の一
例を示す。



(12) JP 2018-92668 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

【００８４】
バイアス回路１０９は、例えば、基準電圧生成回路１０１から出力された基準電圧Ｖｂに
応じて、オン状態またはオフ状態となるトランジスタ１２１を用いる。トランジスタ１２
１は、ノードＣにおける電圧がトランジスタ１２１のしきい値電圧以上であれば、オン状
態となり、オペアンプ１０４に、バイアス電流を供給し、ノードＣにおける電圧がトラン
ジスタ１２１のしきい値電圧より低ければ、オフ状態となり、オペアンプ１０４に、バイ
アス電流を供給することを停止する。なお、図５においては、トランジスタ１２１は、ｐ
チャネル型トランジスタとする。
【００８５】
保持回路１０８において、スイッチ１１９は、例えば、制御信号ＳＥＬ２に応じて、オン
状態またはオフ状態となるトランジスタ１２２を用いる。また、トランジスタ１２２とし
て、オフ電流が著しく小さいトランジスタを用いる。なお、オフ電流が著しく小さいトラ
ンジスタとしては、図２に示すトランジスタ１１８と同様のトランジスタを用いることが
できる。
【００８６】
保持回路１０８におけるスイッチ１１９として、オフ電流が著しく小さいトランジスタ１
２２を用い、該トランジスタ１２２をオフ状態とすることで、容量素子１２０の一対の電
極のうちの一方の電圧を長期間にわたって保持することができる。すなわち、スイッチ１
１９が非導通状態の場合に、保持回路１０８におけるノードＣの電圧を長期間にわたって
保持することができる。
【００８７】
次に、図５に示す信号処理回路の動作について説明する。
【００８８】
まず、トランジスタ１１５に制御信号ＳＥＬ１を入力することにより、トランジスタ１１
５をオン状態として、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を、基準電圧生成回路１０１に
供給する。トランジスタ１１５がｎｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ１とし
てハイレベルを入力すればよく、ｐｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ１とし
てローレベルを入力すればよい。なお、以下において、トランジスタ１１５、トランジス
タ１１８、及びトランジスタ１２２は、ｎｃｈ型トランジスタである場合について説明す
る。基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１が供給されることで、基準電圧生成回
路１０１が動作し、基準電圧Ｖｂを保持回路１０８と、分圧回路１０２に出力する。
【００８９】
また、分圧回路１０２では、基準電圧Ｖｂを分圧した参照電圧Ｖｒｅｆを保持回路１０７
に出力する。
【００９０】
また、制御信号ＳＥＬ２をハイレベルとして、トランジスタ１１８及びトランジスタ１２
２をオン状態とする。トランジスタ１２２がオン状態となることで、基準電圧生成回路１
０１から出力された基準電圧Ｖｂを、トランジスタ１２１に供給する。これにより、トラ
ンジスタ１２１がオン状態となり、第１の端子から、第１の電源電圧Ｖ１を、オペアンプ
１０４に供給する。また、トランジスタ１１８がオン状態となることで、分圧回路１０２
から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを、オペアンプ１０４の非反転入力端子に出力する。こ
れにより、オペアンプ１０４が動作するため、出力端子から出力電圧Ｖｏｕｔを出力する
とともに、一部の出力電圧Ｖｏｕｔをオペアンプ１０４の反転入力端子に出力する。
【００９１】
図５に示す信号処理回路が定常状態（基準電圧Ｖｂがトランジスタ１２１に正常に供給さ
れている状態、参照電圧Ｖｒｅｆがオペアンプ１０４の非反転入力端子に正常に供給され
ている状態）となった後、制御信号ＳＥＬ２をローレベルとして、トランジスタ１１８及
びトランジスタ１２２をオフ状態とする。トランジスタ１１８及びトランジスタ１２２は
、オフ電流が著しく小さいトランジスタであるため、ノードＢにおける電圧（参照電圧Ｖ
ｒｅｆ）及びノードＣにおける電圧（基準電圧Ｖｂ）を、長期間にわたって保持すること
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ができる。
【００９２】
次に、制御信号ＳＥＬ１をローレベルとして、トランジスタ１１５をオフ状態とする。こ
れにより、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１へ供給すること
を停止する。基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１の供給が停止するため、基準
電圧生成回路１０１の動作が停止する。
【００９３】
図５に示す信号処理回路では、保持回路１０８に、オフ電流が著しく小さいトランジスタ
１２２を用いている。そのため、トランジスタ１２２をオフ状態とすることにより、ノー
ドＣにおける電圧（基準電圧Ｖｂ）を、長期間にわたって保持することができる。これに
より、基準電圧生成回路１０１の動作が停止しても、基準電圧Ｖｂを、トランジスタ１２
１に供給し続けることができる。同様に、保持回路１０７に、オフ電流が著しく小さいト
ランジスタ１１８を用いている。そのため、トランジスタ１１８をオフ状態とすることに
より、ノードＢにおける電圧（参照電圧Ｖｒｅｆ）を、長期間にわたって保持することが
できる。これにより、基準電圧生成回路１０１の動作が停止しても、参照電圧Ｖｒｅｆを
、オペアンプ１０４の非反転入力端子に供給し続けることができる。
【００９４】
本発明の一態様では、スイッチ１１９として、酸化物半導体を用いたトランジスタ１２２
を用いているため、オフ電流を、１００ｙＡとすることができる。また、容量素子１２０
の容量を例えば１ｐＦとすると、ノードＣで基準電圧Ｖｂを保持できる期間は、１０７ｓ
ｅｃ（約１１５日）となる。
【００９５】
また、スイッチ１１３についても同様に、酸化物半導体を用いたトランジスタ１１８を用
いているため、オフ電流を１００ｙＡとすることができる。また、容量素子１１４の容量
を例えば、１ｐＦとすると、ノードＢで参照電圧Ｖｒｅｆを保持できる期間は１０７ｓｅ
ｃ（約１１５日）となる。
【００９６】
したがって、１０７ｓｅｃ（約１１５日）の期間は、基準電圧生成回路１０１の動作を停
止することができる。また、１０７ｓｅｃ（約１１５日）の期間が経過するまえに、トラ
ンジスタ１１５を導通状態とし、基準電圧生成回路１０１に第１の電源電圧Ｖ１を供給し
、基準電圧生成回路１０１を動作させ、基準電圧Ｖｂを保持回路１０８、参照電圧Ｖｒｅ
ｆを保持回路１０７に出力すればよい。
【００９７】
本発明の一態様では、スイッチ１１３、１１９として、チャネルが酸化物半導体膜に形成
されるトランジスタを用いている。例えば、スイッチ１１３と、容量素子１１４とが接続
されたノードＢの電位が一定に保たれた後、スイッチ１１３を非導通状態としても、スイ
ッチ１１３を介してリークする電荷量を、著しく小さく抑えることができる。
【００９８】
そのため、保持回路１０８が有するスイッチ１１９を非導通状態とすることにより、基準
電圧生成回路１０１から出力された電圧を、スイッチ１１９と容量素子１２０とが接続さ
れたノードＣに保持することができる。また、保持回路１０７が有するスイッチ１１３を
非導通状態とすることにより、分圧回路１０２から出力された電圧を、スイッチ１１３と
容量素子１１４とが接続されたノードＢに保持することができる。
【００９９】
したがって、基準電圧生成回路１０１から、バイアス回路１０９やオペアンプ１０４へ電
圧を出力し続ける必要がなくなるため、基準電圧生成回路１０１を常時動作させる必要が
なくなる。これにより、トランジスタ１１５を非導通状態とし、基準電圧生成回路１０１
へ電源の供給を停止することができるため、基準電圧生成回路１０１で消費される電力を
削減することができる。
【０１００】
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本実施の形態では、スイッチ１１３及びスイッチ１１９が、酸化物半導体を用いたトラン
ジスタである場合について説明したが、スイッチ１０３が酸化物半導体を用いたトランジ
スタであってもよい。
【０１０１】
また、スイッチ１０３、スイッチ１１３、及びスイッチ１１９として用いるトランジスタ
は、酸化物半導体層を挟んで上下に２つのゲートを有するトランジスタとしてもよい。ス
イッチ１０３の場合は、一方のゲートに制御信号ＳＥＬ１を入力し、他方のゲートには、
別の制御信号を入力することができる。また、スイッチ１１３及びスイッチ１１９の場合
は、一方のゲートに制御信号ＳＥＬ２を入力し、他方のゲートには、別の制御信号を入力
することができる。別の制御信号は、一定の電位の信号であってもよい。一定の電位は、
低電源電位や高電源電位であってもよい。なお、２つのゲートを電気的に接続し、制御信
号を入力してもよい。他方のゲートに入力する信号によって、トランジスタのしきい値電
圧等を制御することが可能である。また、トランジスタのオフ電流を更に低減することも
可能である。
【０１０２】
また、本実施の形態では、制御信号ＳＥＬ１及び制御信号ＳＥＬ２が異なる信号である場
合について説明したが、制御信号ＳＥＬ１および制御信号ＳＥＬ２を同じ信号としてもよ
い。
【０１０３】
基準電圧生成回路１０１、分圧回路１０２、オペアンプ１０４をトランジスタを用いて構
成する場合に、当該トランジスタは、酸化物半導体以外の半導体でなる層または基板にチ
ャネルが形成されるトランジスタとすることができる。例えば、シリコン層またはシリコ
ン基板にチャネルが形成されるトランジスタとすることができる。
【０１０４】
図６に、図４に示す信号処理回路をより詳細に示す。
【０１０５】
基準電圧生成回路１０１は、トランジスタ１３１～１３４、及び抵抗素子１３５で構成さ
れる。ノードｂは、分圧回路１０２におけるトランジスタ１３６のゲートと、保持回路１
０８におけるトランジスタ１２２のソースまたはドレインの一方と接続されている。また
、基準電圧Ｖｂは、ノードｂにおける電圧である。
【０１０６】
分圧回路１０２は、トランジスタ１３６および抵抗素子１３７で構成される。トランジス
タ１３６のソースまたはドレインの一方は、保持回路１０７におけるトランジスタ１１８
のソースまたはドレインの一方と接続されている。
【０１０７】
オペアンプ１０４は、トランジスタ１３８～１４１、トランジスタ１４３、及び容量素子
１４４で構成される。トランジスタ１３８及びトランジスタ１３９は、差動回路を構成す
る。また、トランジスタ１４０及びトランジスタ１４１は、カレントミラー回路を構成す
る。また、トランジスタ１４３及び容量素子１４４により、バッファ回路が構成される。
【０１０８】
なお、本実施の形態では、オペアンプを用いて信号処理回路を構成する例について示すが
、オペアンプに換えてコンパレータを用いて信号処理回路を構成してもよい。
【０１０９】
バイアス回路１０９は、トランジスタ１２１及びトランジスタ１４５を有する。トランジ
スタ１２１及びトランジスタ１４５は、ｐチャネル型トランジスタである。
【０１１０】
図４乃至図６に示す信号処理回路では、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０９
との間に、保持回路１０８を接続することにより、保持回路１０８において、基準電圧生
成回路１０１から出力された基準電圧Ｖｂを保持することができる。また、分圧回路１０
２と、オペアンプ１０４との間に、保持回路１０７を接続することにより、保持回路１０
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７において、分圧回路１０２から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを保持することができる。
これにより、保持回路１０８で基準電圧Ｖｂが保持され、保持回路１０７で参照電圧Ｖｒ
ｅｆが保持されている期間においては、基準電圧生成回路１０１の動作を停止することが
できるため、基準電圧生成回路１０１で消費される電力を削減することができる。よって
、信号処理回路で消費される電力を低減することができる。
【０１１１】
次に、本発明の一態様に係る信号処理回路の他の一形態について、図７および図８を参照
して説明する。
【０１１２】
図７に、信号処理回路のブロック図を示す。図７に示す信号処理回路は、基準電圧生成回
路１０１と、分圧回路１０２と、スイッチ１０３と、オペアンプ１０４と、バイアス回路
１０５と、保持回路１０６、保持回路１０７、保持回路１０８と、バイアス回路１０９と
、で構成されている。
【０１１３】
基準電圧生成回路１０１は、第１の電源電圧Ｖ１が供給される第１の端子と、第２の電源
電圧Ｖ２が供給される第２の端子との間に接続され、バイアス回路１０５に基準電圧Ｖａ
、並びに分圧回路１０２及び保持回路１０８に基準電圧Ｖｂを出力する。第１の電源電圧
Ｖ１は、例えばＶＤＤとし、第２の電源電圧Ｖ２は、ＧＮＤとする。
【０１１４】
分圧回路１０２は、第１の端子と、第２の端子との間に接続され、基準電圧Ｖｂを分圧し
て、オペアンプ１０４の非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆを出力する。
【０１１５】
スイッチ１０３は、第１の端子と、基準電圧生成回路１０１との間に接続され、制御信号
ＳＥＬ１に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイッチ１０３が導通状態の場合
は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給し、非導通状態
の場合は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１０１に供給すること
を停止する。
【０１１６】
オペアンプ１０４は、非反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆが入力され、出力端子から出力
電圧Ｖｏｕｔを出力し、また、出力電圧Ｖｏｕｔの一部を、反転入力端子に帰還させてい
る。
【０１１７】
第１の端子と、オペアンプ１０４との間に、バイアス回路１０９が接続され、第２の端子
と、オペアンプ１０４との間にバイアス回路１０５が接続されている。バイアス回路１０
９及びバイアス回路１０５のそれぞれは、オペアンプ１０４にバイアス電流を供給する。
【０１１８】
保持回路１０６は、図１に示す信号処理回路と同様に、基準電圧生成回路１０１と、バイ
アス回路１０５との間に接続され、保持回路１０７は、図１に示す信号処理回路と同様に
、分圧回路１０２と、オペアンプ１０４の非反転入力端子との間に接続され、保持回路１
０８は、図４に示す信号処理回路と同様に、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１
０９との間に接続される。
【０１１９】
保持回路１０６、保持回路１０７、及び保持回路１０８は、それぞれスイッチ及び容量素
子を有する。保持回路１０６、保持回路１０７、及び保持回路１０８が有するスイッチは
、制御信号ＳＥＬ２に応じて、導通状態または非導通状態となる。
【０１２０】
保持回路１０６、保持回路１０７、及び保持回路１０８の詳細については、図１乃至図７
の記載を参酌できる。
【０１２１】
図８に、図７に示す信号処理回路におけるオペアンプ１０４、バイアス回路１０５、及び
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バイアス回路１０９の一例を示す。
【０１２２】
オペアンプ１０４は、トランジスタ１５１～トランジスタ１６２、抵抗素子１６３、及び
容量素子１６４で構成される。トランジスタ１５１～１５６は、ｐチャネル型トランジス
タであり、１５７～１６２は、ｎチャネル型トランジスタである。
【０１２３】
バイアス回路１０５ａは、トランジスタ１６５を有し、バイアス回路１０５ｂは、トラン
ジスタ１６６及びトランジスタ１６７を有する。トランジスタ１６５～トランジスタ１６
７は、ｎチャネル型トランジスタである。
【０１２４】
バイアス回路１０９は、トランジスタ１６８及びトランジスタ１６９を有する。トランジ
スタ１６８及びトランジスタ１６９は、ｐチャネル型トランジスタである。
【０１２５】
端子Ａは、図７に示す信号処理回路における保持回路１０６のノードＡに相当し、端子Ｂ
は、図７に示す信号処理回路における保持回路１０７のノードＢに相当し、端子Ｃは、図
７に示す信号処理回路における保持回路１０８のノードＣに相当する。
【０１２６】
図７及び図８に示す信号処理回路では、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０５
ａとの間に、保持回路１０６を接続することにより、保持回路１０６において、基準電圧
生成回路１０１から出力された基準電圧Ｖａを保持することができる。また、分圧回路１
０２と、オペアンプ１０４との間に、保持回路１０７を接続することにより、保持回路１
０７において、分圧回路１０２から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを保持することができる
。また、基準電圧生成回路１０１と、バイアス回路１０９との間に、保持回路１０８を接
続することにより、保持回路１０８において、基準電圧生成回路１０１から出力された基
準電圧Ｖｂを保持することができる。
【０１２７】
これにより、保持回路１０６で基準電圧Ｖａが保持され、保持回路１０７で参照電圧Ｖｒ
ｅｆが保持され、保持回路１０８で基準電圧Ｖｂが保持されている期間においては、基準
電圧生成回路１０１の動作を停止することができるため、基準電圧生成回路１０１で消費
される電力を削減することができる。よって、信号処理回路で消費される電力を低減する
ことができる。
【０１２８】
本実施の形態に示す信号処理回路は、例えば、ＡＣ－ＤＣコンバータ、センサ等に適用す
ることができる。オペアンプやコンパレータ等のアナログ回路を用いて、一定の電圧や、
信号を出力し続ける必要がある回路においては、特に有用である。
【０１２９】
本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせて適用することができる。
【０１３０】
（実施の形態３）
本実施の形態では、本発明の一態様に係る信号処理回路の他の一形態について、図１１を
参照して説明する。
【０１３１】
図１１に、信号処理回路の回路図を示す。図１１に示す信号処理回路は、基準電圧生成回
路１９０と、オペアンプ１０４と、保持回路１０７と、保持回路１７１と、トランジスタ
１７２と、抵抗素子１７３、１７４と、で構成されている。
【０１３２】
本実施の形態では、図１１に示す基準電圧生成回路１９０の構成が、他の実施の形態に示
す基準電圧生成回路１０１の構成と一部異なる。図１１に示す基準電圧生成回路１９０は
、保持回路１７５と、スイッチ１７６と、抵抗素子１７７と、トランジスタ１７８、１７
９と、を有する。保持回路１７５は、スイッチ１８０と、容量素子１８１と、を有する。
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また、基準電圧生成回路１９０は、第１の電源電圧Ｖ１が供給される第１の端子と、第２
の電源電圧Ｖ２が供給される第２の端子との間に接続され、保持回路１０７に参照電圧Ｖ
ｒｅｆを出力する。
【０１３３】
スイッチ１７６は、第１の端子と、抵抗素子１７７の端子の一方との間に接続され、制御
信号ＳＥＬ３に応じて、導通状態または非導通状態となる。スイッチ１７６が導通状態の
場合は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１９０に供給し、非導通
状態の場合は、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を基準電圧生成回路１９０に供給する
ことを停止する。
【０１３４】
抵抗素子１７７の端子の他方は、トランジスタ１７８のソース又はドレインの一方と、ゲ
ートと、スイッチ１８０の一端と電気的に接続される。また、スイッチ１８０の他端は、
容量素子１８１の一対の電極のうちの一方と、トランジスタ１７９のゲートと、電気的に
接続される。トランジスタ１７９のソースまたはドレインの一方は、第１の端子に電気的
に接続される。また、トランジスタ１７８のソース又はドレインの他方と、容量素子１８
１の一対の電極のうちの他方と、トランジスタ１７９のソース又はドレインの他方は、第
２の端子と電気的に接続される。
【０１３５】
保持回路１７５は、スイッチ１８０及び容量素子１８１を有する。保持回路１７５におい
て、スイッチ１８０は、例えば、制御信号ＳＥＬ４に応じて、オン状態またはオフ状態と
なるトランジスタを用いる。また、当該トランジスタとして、オフ電流が著しく小さいト
ランジスタを用いる。
【０１３６】
保持回路１７５におけるスイッチ１８０として、オフ電流が著しく小さいトランジスタを
用い、該トランジスタをオフ状態とすることで、容量素子１８１の一対の電極のうち一方
の電圧を長期間にわたって保持することができる。すなわち、スイッチ１８０が非導通状
態の場合に、保持回路１７５における参照電圧Ｖｒｅｆを長期間にわたって保持すること
ができる。
【０１３７】
オペアンプ１０４は、反転入力端子に参照電圧Ｖｒｅｆが入力され、非反転入力端子は、
保持回路１７１と接続され、出力端子は、トランジスタ１７２のゲートと接続される。
【０１３８】
また、トランジスタ１７２のソース又はドレインの一方は、第１の端子と接続され、ソー
ス又はドレインの他方は、抵抗素子１７３の端子の一方と、出力端子と接続される。出力
端子から出力電圧Ｖｏｕｔが出力される。また、抵抗素子１７３の端子の他方は、抵抗素
子１７４の端子の一方と接続され、抵抗素子１７４の端子の他方は、第２の端子と接続さ
れる。
【０１３９】
保持回路１７１は、スイッチ１８２及び容量素子１８３を有する。保持回路１７１におい
て、スイッチ１８２は、例えば、制御信号ＳＥＬ５に応じて、オン状態またはオフ状態と
なるトランジスタを用いる。また、当該トランジスタとして、オフ電流が著しく小さいト
ランジスタを用いる。
【０１４０】
保持回路１７１におけるスイッチ１８２として、オフ電流が著しく小さいトランジスタを
用い、該トランジスタをオフ状態とすることで、容量素子１８３の一対の電極のうち一方
の電圧を長期間にわたって保持することができる。すなわち、スイッチ１８２が非導通状
態の場合に、保持回路１７１におけるノードＤの電圧を長期間にわたって保持することが
できる。
【０１４１】
次に、図１１に示す信号処理回路の動作について説明する。
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【０１４２】
まず、スイッチ１７６に制御信号ＳＥＬ３を入力することにより、スイッチ１７６を導通
状態として、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を、基準電圧生成回路１９０に供給する
。スイッチ１７６が、ｎｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ３としてハイレベ
ルを入力すればよく、ｐｃｈ型トランジスタの場合は、制御信号ＳＥＬ３としてローレベ
ルを入力すればよい。なお、以下において、スイッチ１１３、スイッチ１８２、スイッチ
１７６、及びスイッチ１８０は、ｎｃｈ型トランジスタである場合について説明する。こ
のとき、制御信号ＳＥＬ４をハイレベルとして、スイッチ１８０を導通状態とすることに
より、参照電圧Ｖｒｅｆを保持回路１０７に出力する。
【０１４３】
制御信号ＳＥＬ２をハイレベルとして、スイッチ１１３を導通状態とすることで、基準電
圧生成回路１９０から出力された参照電圧Ｖｒｅｆを、オペアンプ１０４の反転入力端子
に出力する。これにより、オペアンプ１０４が動作するため、出力端子から出力した電圧
をトランジスタ１７２のゲートに入力する。
【０１４４】
図１１に示す信号処理回路が定常状態（参照電圧Ｖｒｅｆがオペアンプの反転入力端子に
正常に供給されている状態）となった後、制御信号ＳＥＬ４をローレベルとして、スイッ
チ１８０を非導通状態とする。スイッチ１８０として、オフ電流が著しく小さいトランジ
スタを用いることにより、参照電圧Ｖｒｅｆを、長期間にわたって保持することができる
。
【０１４５】
参照電圧Ｖｒｅｆを、長期間にわたって保持することができるため、基準電圧生成回路１
９０に、第１の端子から第１の電源電圧Ｖ１を供給する必要はなくなる。そのため、制御
信号ＳＥＬ３をローレベルとすることにより、スイッチ１７６を非導通状態とすることが
できる。
【０１４６】
また、図１１に示す信号処理回路においては、出力（ＶＯＵＴ）側の負荷変動が生じても
、ＶＯＵＴノードの電位が一定となるように、オペアンプ１０４に帰還部を設けてフィー
ドバック制御を行う場合がある。しかしながら、オペアンプ１０４も定常的に電流を消費
するため、フィードバックが不要な場合（例えば、出力側で生じる負荷変動が小さい場合
）には、帰還入力部の電圧を固定するように、保持回路１７１におけるスイッチ１８２を
非導通状態とする。また、保持回路１７１におけるスイッチ１８２を非導通状態とする場
合には、保持回路１０７におけるスイッチ１１３を非導通状態とする必要がある。これに
より、フィードバックが不要な場合に、オペアンプ１０４において消費される電力をさら
に低減することができる。
【０１４７】
本実施の形態では、信号処理回路に分圧回路を設けない構成としたが、他の実施の形態で
示した信号処理回路と同様に、分圧回路を設ける構成としてもよい。例えば、図１１にお
いて、第１の端子と第２の端子との間に分圧回路を接続し、基準電圧生成回路１９０の参
照電圧Ｖｒｅｆが分圧回路に入力される構成とすればよい。このとき、分圧回路の出力は
、保持回路１０７と、オペアンプ１０４の出力端子に入力されるようにすればよい。
【０１４８】
本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせて適用することができる。
【０１４９】
（実施の形態４）
本実施の形態では、先の実施の形態に示す信号処理回路を適用することができる電源制御
装置の一例について、図９を参照して説明する。図９に示す電源制御装置３００は、端子
ＡＣ＿ＩＮ及び端子ＡＣ＿ＩＮＢより入力される交流信号を、端子ＡＣ＿ＯＵＴ及び端子
ＡＣ＿ＯＵＴＢから出力することで、外部装置へ電源の供給を行う。
【０１５０】
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電源制御装置３００は、メインスイッチ３０１、サブスイッチ３０２、及びデータ処理装
置３０３を有する。電源制御装置３００は、他にも、整流回路３０４、ＡＣ／ＤＣコンバ
ータ３０５、ＤＣ／ＤＣコンバータ３０６、容量素子３０７、及び不揮発性メモリ３０８
を有する。データ処理装置３０３は、揮発性記憶部３０９、不揮発性記憶部３１０、及び
センサ３１１を有する。
【０１５１】
メインスイッチ３０１は、導通状態となることで、端子ＡＣ＿ＩＮ及び端子ＡＣ＿ＩＮＢ
より入力される交流信号を、端子ＡＣ＿ＯＵＴ及び端子ＡＣ＿ＯＵＴＢから外部装置に出
力する。また、メインスイッチ３０１は、非導通状態となることで、端子ＡＣ＿ＩＮ及び
端子ＡＣ＿ＩＮＢより入力される交流信号を、端子ＡＣ＿ＯＵＴ及び端子ＡＣ＿ＯＵＴＢ
から外部装置に出力することを停止する。メインスイッチ３０１は、データ処理装置３０
３の制御により、外部装置の使用状況に応じて、導通状態または非導通状態を切り替える
。メインスイッチ３０１を非導通状態とすることで、外部装置の待機電力を削減すること
ができる。
【０１５２】
サブスイッチ３０２は、導通状態になることで端子ＡＣ＿ＩＮ及び端子ＡＣ＿ＩＮＢより
入力される交流信号を、整流回路３０４に出力する。また、サブスイッチ３０２は、非導
通状態になることで端子ＡＣ＿ＩＮ及び端子ＡＣ＿ＩＮＢより入力される交流信号を、整
流回路３０４に出力することを停止する。サブスイッチ３０２は、データ処理装置３０３
の制御により、導通状態または非導通状態が切り替えられる。
【０１５３】
なお、本明細書で説明するメインスイッチ及びサブスイッチとしては、リレー回路のよう
に機械的に動作可能なスイッチや、サイリスタまたはパワートランジスタのように電気的
に動作可能なスイッチを用いることができる。
【０１５４】
整流回路３０４は、入力される交流信号を整流化するための回路である。
【０１５５】
ＡＣ／ＤＣコンバータ３０５は、整流回路３０４で整流化されたリップルを含む信号を平
滑化して直流信号にし、力率を調整するための回路である。
【０１５６】
ＤＣ／ＤＣコンバータ３０６は、ＡＣ／ＤＣコンバータ３０５で変換された直流信号を、
データ処理装置３０３が動作可能な電圧の直流信号にするための回路である。
【０１５７】
容量素子３０７は、ＤＣ／ＤＣコンバータ３０６で得られるデータ処理装置３０３が動作
可能な電圧を保持するために設けられる。
【０１５８】
不揮発性メモリ３０８は、データ処理装置３０３で処理するデータまたはプログラムを記
憶するための回路である。なお不揮発性メモリ３０８が有するメモリ素子としては、フラ
ッシュメモリの他、強誘電体メモリ（ＦｅＲＡＭ）、磁気メモリ（ＭＲＡＭ）、相変化メ
モリ（ＰＲＡＭ）、電界誘起巨大抵抗変化を利用した抵抗変化型メモリ（ＲｅＲＡＭ）を
用いればよい。または電源の供給が停止してもデータの保持が可能なメモリ素子であれば
、他のメモリ素子でもよい。
【０１５９】
データ処理装置３０３が有する揮発性記憶部３０９は、電源の供給が行われている際にデ
ータ処理装置３０３で演算を行い、該演算の結果または演算に用いるデータ、もしくはプ
ログラムを記憶する記憶回路である。該記憶回路は、データ処理装置３０３内の一時的な
データを記憶する機能を有するレジスタに相当する回路である。揮発性記憶部３０９は、
一例としては、フリップフロップで構成することができる。揮発性記憶部３０９での記憶
は、不揮発性記憶部３１０でのデータの記憶よりも高速に行う構成とすることが好ましい
。揮発性記憶部３０９でのデータの記憶を高速で行わせることで、データ処理装置３０３



(20) JP 2018-92668 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

の性能を向上させることができる。
【０１６０】
データ処理装置３０３が有する不揮発性記憶部３１０は、電源の供給が行われない際にデ
ータ処理装置３０３内に記憶された、演算の結果または演算に用いるデータ、もしくはプ
ログラムを記憶するための回路である。不揮発性記憶部３１０は、一例としては、不揮発
性を有するメモリ素子を用いて構成することができる。
【０１６１】
データ処理装置３０３は、メインスイッチ３０１の導通状態または非導通状態の制御、サ
ブスイッチ３０２の導通状態または非導通状態の制御、及び電源制御装置３００内に設け
られる装置を動作させる際に必要な演算処理を行う。
【０１６２】
例えば、データ処理装置３０３は、一定期間毎に演算処理中のデータを揮発性記憶部３０
９から不揮発性記憶部３１０に退避させて、サブスイッチ３０２を非導通状態にする動作
を行う。またデータ処理装置３０３は、サブスイッチ３０２を導通状態にし、不揮発性記
憶部３１０に退避させたデータを揮発性記憶部３０９に復帰させて再び演算処理を行う動
作を行う。
【０１６３】
また、データ処理装置３０３は、センサ３１１を有する。センサ３１１を有することで、
センサ３１１からの信号をもとに演算処理を行い、必要に応じてメインスイッチ３０１の
導通状態または非導通状態の制御を行う構成とすることができる。
【０１６４】
また、データ処理装置が有するセンサ３１１として、先の実施の形態に示す信号処理回路
を適用することができる。センサ３１１として、先の実施の形態に示す信号処理回路を適
用することにより、信号処理回路において、基準電圧生成回路から出力された基準電圧を
保持回路において保持することが可能である。そのため、保持回路で基準電圧が保持され
ている期間においては、基準電圧生成回路の動作を停止することができる。よって、基準
電圧生成回路で消費される電力を削減することができるため、信号処理回路で消費される
電力を低減することができる。さらに、該信号処理回路を含む電源制御装置で消費される
電力を低減することができる。
【０１６５】
（実施の形態５）
本実施の形態では、本発明の一態様に係る信号処理回路の断面構造の一例について、図１
０を参照して説明する。
【０１６６】
先の実施の形態に示す信号処理回路は、基準電圧生成回路１０１、分圧回路１０２、及び
オペアンプ１０４を、シリコンなどを用いたトランジスタで形成され、これらの回路に積
層して、保持回路１０６、保持回路１０７、及び保持回路１０８等を、酸化物半導体を用
いたトランジスタで形成される。
【０１６７】
図１０には、本発明の一態様に係る信号処理回路の一部の断面を示す。図１０に示す信号
処理回路は、下部に第１の半導体材料（例えば、シリコン）を用いたｎ型のトランジスタ
及びｐ型のトランジスタを有し、上部に第２の半導体材料（例えば、酸化物半導体）を用
いたトランジスタ及び容量素子を有する。
【０１６８】
〈下部のトランジスタの構成〉
ｎ型のトランジスタ５１０は、半導体材料を含む基板５００に設けられたチャネル形成領
域５０１と、チャネル形成領域５０１を挟むように設けられた低濃度不純物領域５０２及
び高濃度不純物領域５０３（これらを合わせて単に不純物領域とも呼ぶ）と、該不純物領
域に接して設けられた金属間化合物領域５０７と、チャネル形成領域５０１上に設けられ
たゲート絶縁膜５０４ａと、ゲート絶縁膜５０４ａ上に設けられたゲート電極層５０５ａ
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と、金属間化合物領域５０７と接して設けられたソース電極層５０６ａ及びドレイン電極
層５０６ｂと、を有する。ゲート電極層５０５ａの側面には、サイドウォール絶縁膜５０
８ａが設けられている。トランジスタ５１０を覆うように層間絶縁膜５２１及び層間絶縁
膜５２２が設けられている。層間絶縁膜５２１及び層間絶縁膜５２２に形成された開口を
通じて、ソース電極層５０６ａ及びドレイン電極層５０６ｂと、金属間化合物領域５０７
とが接続されている。
【０１６９】
ｐ型のトランジスタ５２０は、半導体材料を含む基板５００に設けられたチャネル形成領
域５１１と、チャネル形成領域５１１を挟むように設けられた低濃度不純物領域５１２及
び高濃度不純物領域５１３（これらを合わせて単に不純物領域とも呼ぶ）と、該不純物領
域に接して設けられた金属間化合物領域５１７と、チャネル形成領域５１１上に設けられ
たゲート絶縁膜５０４ｂと、ゲート絶縁膜５０４ｂ上に設けられたゲート電極層５０５ｂ
と、金属間化合物領域５１７と接して設けられたソース電極層５０６ｃ及びドレイン電極
層５０６ｄと、を有する。ゲート電極層５０５ｂの側面には、サイドウォール絶縁膜５０
８ｂが設けられている。トランジスタ５２０を覆うように層間絶縁膜５２１及び層間絶縁
膜５２２が設けられている。層間絶縁膜５２１及び層間絶縁膜５２２に形成された開口を
通じて、ソース電極層５０６ｃ及びドレイン電極層５０６ｄと、金属間化合物領域５１７
とが接続している。
【０１７０】
また、基板５００には、トランジスタ５１０と、トランジスタ５２０のそれぞれを囲むよ
うに素子分離絶縁膜５０９が設けられている。
【０１７１】
なお、図１０では、トランジスタ５１０及びトランジスタ５２０が、半導体基板にチャネ
ルが形成されるトランジスタである場合について示すが、トランジスタ５１０及びトラン
ジスタ５２０が、絶縁表面上に形成された非晶質半導体膜、多結晶半導体膜にチャネルが
形成されるトランジスタであってもよい。また、ＳＯＩ基板のように、単結晶半導体膜に
チャネルが形成されるトランジスタであってもよい。
【０１７２】
半導体基板として、単結晶半導体基板を用いることにより、トランジスタ５１０及びトラ
ンジスタ５２０を、高速動作させることができる。よって、先の実施の形態に示す信号処
理回路における基準電圧生成回路、分圧回路、及びオペアンプ等を、単結晶半導体基板に
形成することが好ましい。
【０１７３】
また、トランジスタ５１０と、トランジスタ５２０とは、配線５２３によって、それぞれ
接続されており、配線５２３上には、絶縁膜５２４が設けられている。また、絶縁膜５２
４上には、導電層５２５ａ、５２５ｂ、絶縁膜５２６が設けられている。絶縁膜５２６は
、絶縁膜５２４上に、導電層５２５ａ、５２５ｂを形成した後、導電層５２５ａ、５２５
ｂ上に、絶縁膜を形成し、当該絶縁膜を、導電層５２５ａ、５２５ｂの上面が露出するま
で、研磨処理を行ったものであることが好ましい。
【０１７４】
〈上部のトランジスタの構成〉
上部のトランジスタ５３０は、シリコンよりもバンドギャップが広い半導体膜にチャネル
が形成されるトランジスタである。トランジスタ５３０は、絶縁膜５２４上に設けられた
導電層５２５ｂと、導電層５２５ｂ上に設けられた絶縁膜５３１及び絶縁膜５３２と、絶
縁膜５３２上に設けられた半導体膜５３３と、半導体膜５３３に接して設けられたソース
電極層５３４ａ、ドレイン電極層５３４ｂと、半導体膜５３３、ソース電極層５３４ａ、
ドレイン電極層５３４ｂ上に設けられたゲート絶縁膜５３５と、ゲート絶縁膜５３５上に
設けられたゲート電極層５３６ａと、を有する。なお、導電層５２５ｂは、ゲート電極層
として機能する。
【０１７５】
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図１０では、半導体膜を挟んで上下に２つのゲート電極層を有する場合について示してい
る。一方のゲート電極層には、オン状態またはオフ状態を制御するための信号が与えられ
、他方のゲート電極層は、電気的に絶縁しているフローティングの状態であっても良いし
、電位が他から与えられている状態であっても良い。後者の場合、一対の電極に、同じ高
さの電位が与えられていても良いし、他方のゲート電極層にのみ接地電位などの固定の電
位が与えられていても良い。他方のゲート電極層に与える電位の高さを制御することで、
トランジスタの閾値電圧を制御することができる。
【０１７６】
また、絶縁膜５３２上には、導電層５３４ｃが設けられ、導電層５３４ｃ上には、ゲート
絶縁膜５３５が設けられ、ゲート絶縁膜５３５上には、導電層５３６ｂが設けられている
。導電層５３４ｃ、ゲート絶縁膜５３５、導電層５３６ｂによって、容量素子５４０が構
成される。
【０１７７】
また、トランジスタ５３０及び容量素子５４０を覆うように、層間絶縁膜５３７、層間絶
縁膜５３８が設けられている。また、層間絶縁膜５３７及び層間絶縁膜５３８に形成され
た開口を通じて、ソース電極層５３４ａと、配線５３９とが接続されている。
【０１７８】
シリコンよりも広いバンドギャップを有する半導体膜としては化合物半導体があり、例え
ば、酸化物半導体、窒化物半導体などがある。本実施の形態では、半導体膜５３３として
、酸化物半導体を用いる場合について説明する。
【０１７９】
トランジスタ５３０に用いる酸化物半導体は、電子供与体（ドナー）となる水分または水
素などの不純物が低減され、なおかつ酸素欠損が低減されることにより、高純度化された
酸化物半導体（ｐｕｒｉｆｉｅｄ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄｕｃｔｏｒ）であるこ
とが好ましい。高純度化された酸化物半導体は、ｉ型（真性半導体）又はｉ型に限りなく
近い。そのため、上記酸化物半導体を用いたトランジスタは、オフ電流が著しく小さいと
いう特性を有する。また、酸化物半導体のバンドギャップは、２ｅＶ以上、好ましくは２
．５ｅＶ以上、より好ましくは３ｅＶ以上である。水分または水素などの不純物濃度が十
分に低減され、なおかつ酸素欠損が低減されることにより高純度化された酸化物半導体膜
を用いることにより、トランジスタのオフ電流を著しく小さくすることができる。
【０１８０】
具体的に、高純度化された酸化物半導体を半導体膜に用いたトランジスタのオフ電流が小
さいことは、いろいろな実験により証明できる。例えば、チャネル幅が１×１０６μｍで
チャネル長が１０μｍの素子であっても、ソース端子とドレイン端子間の電圧（ドレイン
電圧）が１Ｖから１０Ｖの範囲において、オフ電流が、半導体パラメータアナライザの測
定限界以下、すなわち１×１０－１３Ａ以下という特性を得ることができる。この場合、
オフ電流をトランジスタのチャネル幅で除した数値に相当するオフ電流密度は、１００ｚ
Ａ／μｍ以下であることが分かる。また、容量素子とトランジスタとを接続して、容量素
子に流入または容量素子から流出する電荷を当該トランジスタで制御する回路を用いて、
オフ電流密度の測定を行った。当該測定では、上記トランジスタに高純度化された酸化物
半導体膜をチャネル形成領域に用い、容量素子の単位時間あたりの電荷量の推移から当該
トランジスタのオフ電流密度を測定した。その結果、トランジスタのソース端子とドレイ
ン端子間の電圧が３Ｖの場合に、数十ｙＡ／μｍという、さらに低いオフ電流密度が得ら
れることが分かった。従って、高純度化された酸化物半導体膜をチャネル形成領域に用い
たトランジスタは、シリコンを用いたトランジスタに比べてオフ電流が著しく小さいとい
える。
【０１８１】
また、酸化物半導体としては、少なくともインジウム（Ｉｎ）あるいは亜鉛（Ｚｎ）を含
むことが好ましい。また、該酸化物半導体を用いたトランジスタの電気的特性のばらつき
を減らすためのスタビライザーとして、それらに加えてガリウム（Ｇａ）、スズ（Ｓｎ）
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、ハフニウム（Ｈｆ）、アルミニウム（Ａｌ）、ジルコニウム（Ｚｒ）のいずれか一種ま
たは複数種を含むことが好ましい。
【０１８２】
また、他のスタビライザーとして、ランタノイドである、ランタン（Ｌａ）、セリウム（
Ｃｅ）、プラセオジム（Ｐｒ）、ネオジム（Ｎｄ）、サマリウム（Ｓｍ）、ユウロピウム
（Ｅｕ）、ガドリニウム（Ｇｄ）、テルビウム（Ｔｂ）、ジスプロシウム（Ｄｙ）、ホル
ミウム（Ｈｏ）、エルビウム（Ｅｒ）、ツリウム（Ｔｍ）、イッテルビウム（Ｙｂ）、ル
テチウム（Ｌｕ）のいずれか一種または複数種を含んでいてもよい。
【０１８３】
例えば、酸化物半導体として、酸化インジウム、酸化スズ、酸化亜鉛、二元系金属の酸化
物であるＩｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｚｎ－Ｍｇ系
酸化物、Ｓｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｍｇ系酸化物、Ｉｎ－Ｇａ系酸化物、三元系金属の
酸化物であるＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物（ＩＧＺＯとも表記する）、Ｉｎ－Ａｌ－Ｚｎ系
酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物、Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸
化物、Ｓｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｌａ－Ｚｎ系酸化
物、Ｉｎ－Ｐｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｎｄ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｍ－Ｚｎ系酸化物
、Ｉｎ－Ｅｕ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｇｄ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｔｂ－Ｚｎ系酸化物、
Ｉｎ－Ｄｙ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｏ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｅｒ－Ｚｎ系酸化物、Ｉ
ｎ－Ｔｍ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｙｂ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｌｕ－Ｚｎ系酸化物、四元
系金属の酸化物であるＩｎ－Ｓｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化
物、Ｉｎ－Ａｌ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｓｎ－
Ｈｆ－Ｚｎ系酸化物、Ｉｎ－Ｈｆ－Ａｌ－Ｚｎ系酸化物を用いることができる。
【０１８４】
なお、例えば、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物とは、ＩｎとＧａとＺｎを含む酸化物という意
味であり、ＩｎとＧａとＺｎの比率は問わない。また、ＩｎとＧａとＺｎ以外の金属元素
を含んでいてもよい。Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物は、無電界時の抵抗が十分に高くオフ電
流を十分に小さくすることが可能であり、また、移動度も高い。
【０１８５】
例えば、Ｉｎ：Ｇａ：Ｚｎ＝１：１：１（＝１／３：１／３：１／３）あるいはＩｎ：Ｇ
ａ：Ｚｎ＝２：２：１（＝２／５：２／５：１／５）の原子比のＩｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化
物やその組成の近傍の酸化物を用いることができる。あるいは、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝１：
１：１（＝１／３：１／３：１／３）、Ｉｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：３（＝１／３：１／
６：１／２）あるいはＩｎ：Ｓｎ：Ｚｎ＝２：１：５（＝１／４：１／８：５／８）の原
子比のＩｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物やその組成の近傍の酸化物を用いるとよい。
【０１８６】
例えば、Ｉｎ－Ｓｎ－Ｚｎ系酸化物では比較的容易に高い移動度が得られる。しかしなが
ら、Ｉｎ－Ｇａ－Ｚｎ系酸化物でも、バルク内欠陥密度を低減することにより移動度を上
げることができる。
【０１８７】
酸化物半導体膜は、例えば非単結晶を有してもよい。非単結晶は、例えば、ＣＡＡＣ（Ｃ
　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、多結晶、微結晶、非晶質部を有する。
非晶質部は、微結晶、ＣＡＡＣよりも欠陥準位密度が高い。また、微結晶は、ＣＡＡＣよ
りも欠陥準位密度が高い。なお、ＣＡＡＣを有する酸化物半導体を、ＣＡＡＣ－ＯＳ（Ｃ
　Ａｘｉｓ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｃｒｙｓｔａｌｌｉｎｅ　Ｏｘｉｄｅ　Ｓｅｍｉｃｏｎｄ
ｕｃｔｏｒ）と呼ぶ。
【０１８８】
酸化物半導体膜は、例えばＣＡＡＣ－ＯＳを有してもよい。ＣＡＡＣ－ＯＳは、例えば、
ｃ軸配向し、ａ軸または／およびｂ軸はマクロに揃っていない。
【０１８９】
酸化物半導体膜は、例えば微結晶を有してもよい。なお、微結晶を有する酸化物半導体を



(24) JP 2018-92668 A 2018.6.14

10

20

30

40

50

、微結晶酸化物半導体と呼ぶ。微結晶酸化物半導体膜は、例えば、１ｎｍ以上１０ｎｍ未
満のサイズの微結晶（ナノ結晶ともいう。）を膜中に含む。
【０１９０】
酸化物半導体膜は、例えば非晶質部を有してもよい。なお、非晶質部を有する酸化物半導
体を、非晶質酸化物半導体と呼ぶ。非晶質酸化物半導体膜は、例えば、原子配列が無秩序
であり、結晶成分を有さない。または、非晶質酸化物半導体膜は、例えば、完全な非晶質
であり、結晶部を有さない。
【０１９１】
なお、酸化物半導体膜が、ＣＡＡＣ－ＯＳ、微結晶酸化物半導体、非晶質酸化物半導体の
混合膜であってもよい。混合膜は、例えば、非晶質酸化物半導体の領域と、微結晶酸化物
半導体の領域と、ＣＡＡＣ－ＯＳの領域と、を有する。また、混合膜は、例えば、非晶質
酸化物半導体の領域と、微結晶酸化物半導体の領域と、ＣＡＡＣ－ＯＳの領域と、の積層
構造を有してもよい。
【０１９２】
なお、酸化物半導体膜は、例えば、単結晶を有してもよい。
【０１９３】
酸化物半導体膜は、複数の結晶部を有し、当該結晶部のｃ軸が被形成面の法線ベクトルま
たは表面の法線ベクトルに平行な方向に揃っていることが好ましい。なお、異なる結晶部
間で、それぞれａ軸およびｂ軸の向きが異なっていてもよい。そのような酸化物半導体膜
の一例としては、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜がある。
【０１９４】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、一辺が１００ｎｍ未満の立方体内に収まる大きさ
であることが多い。また、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ：Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｅｌ
ｅｃｔｒｏｎ　Ｍｉｃｒｏｓｃｏｐｅ）による観察像では、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる
結晶部と結晶部との境界は明確ではない。また、ＴＥＭによってＣＡＡＣ－ＯＳ膜には明
確な粒界（グレインバウンダリーともいう。）は確認できない。そのため、ＣＡＡＣ－Ｏ
Ｓ膜は、粒界に起因する電子移動度の低下が抑制される。
【０１９５】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部は、例えば、ｃ軸がＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法
線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃い、かつａｂ面に垂直
な方向から見て金属原子が三角形状または六角形状に配列し、ｃ軸に垂直な方向から見て
金属原子が層状または金属原子と酸素原子とが層状に配列している。なお、異なる結晶部
間で、それぞれａ軸およびｂ軸の向きが異なっていてもよい。本明細書において、単に垂
直と記載する場合、８０°以上１００°以下、好ましくは８５°以上９５°以下の範囲も
含まれることとする。また、単に平行と記載する場合、－１０°以上１０°以下、好まし
くは－５°以上５°以下の範囲も含まれることとする。
【０１９６】
なお、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜において、結晶部の分布が一様でなくてもよい。例えば、ＣＡＡ
Ｃ－ＯＳ膜の形成過程において、酸化物半導体膜の表面側から結晶成長させる場合、被形
成面の近傍に対し表面の近傍では結晶部の占める割合が高くなることがある。また、ＣＡ
ＡＣ－ＯＳ膜へ不純物を添加することにより、当該不純物添加領域において結晶部の結晶
性が低下することもある。
【０１９７】
ＣＡＡＣ－ＯＳ膜に含まれる結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の被形成面の法線ベクト
ルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃うため、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜の形
状（被形成面の断面形状または表面の断面形状）によっては互いに異なる方向を向くこと
がある。また、結晶部は、成膜したとき、または成膜後に加熱処理などの結晶化処理を行
ったときに形成される。従って、結晶部のｃ軸は、ＣＡＡＣ－ＯＳ膜が形成されたときの
被形成面の法線ベクトルまたは表面の法線ベクトルに平行な方向になるように揃う。
【０１９８】
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ＣＡＡＣ－ＯＳ膜を用いたトランジスタは、可視光や紫外光の照射による電気特性の変動
が小さい。よって、当該トランジスタは、信頼性が高い。
【０１９９】
また、トランジスタのしきい値電圧のシフト量は、一方のゲート絶縁膜および他方のゲー
ト絶縁膜の材料が同じである場合には、膜厚比によって制御することが可能である。一方
のゲート絶縁膜および他方のゲート絶縁膜の膜厚比が１：１０の場合は、膜厚比が１：１
の場合と比較して、トランジスタのしきい値電圧のシフト量が大きくなる傾向がある。
【０２００】
半導体膜５３３は、成膜前、成膜時、成膜後において、水素が含まれないようにすること
が好ましい。例えば、半導体膜５３３の成膜時に、水素が極力含まれないように成膜する
、及び半導体膜５３３の成膜後に脱水化または脱水素化のための加熱処理を行うことが好
ましい。また、半導体膜５３３と接する絶縁膜の成膜時に、水素が極力含まれないように
成膜する、及び絶縁膜の成膜後に脱水化または脱水素化のための加熱処理を行うことが好
ましい。
【０２０１】
さらに、絶縁膜５３１として、水素が透過することを防止する膜を用いることにより、下
部のトランジスタや、絶縁膜５２４、層間絶縁膜５２２等に含まれる水素が、半導体膜５
３３に到達することを防止することができる。水素が透過することを防止する膜として、
窒化シリコン膜、酸化窒化シリコン膜、酸化アルミニウム膜、酸化窒化アルミニウム等を
用いることが好ましい。また、層間絶縁膜５３７として、水素が透過することを防止する
膜を用いることにより、層間絶縁膜５３８に含まれる水素が、半導体膜５３３に到達する
ことを防止することができる。
【０２０２】
また、半導体膜５３３に含まれる酸素欠損を低減するために、半導体膜５３３に酸素を供
給する処理を行うことが好ましい。例えば、半導体膜５３３と、酸素が過剰に含まれる絶
縁膜とを接して設け、加熱処理を行うことで、酸素が過剰に含まれる絶縁膜から半導体膜
５３３に、酸素を供給することができる。半導体膜５３３に酸素が供給されることにより
、半導体膜５３３に含まれる酸素欠損を低減することができる。また、半導体膜５３３に
脱水化または脱水素化処理を行った後、半導体膜５３３に酸素を添加する処理を行っても
良い。酸素を添加する処理としては、例えば、イオン注入法、イオンドーピング法、プラ
ズマ処理等により、酸素ラジカル、オゾン、酸素原子、酸素イオン等を、半導体膜５３３
に添加して行う。
【０２０３】
このように、半導体膜５３３において、不純物や酸素欠損が低減されることにより、キャ
リアの発生を抑制することができる。キャリア密度が高まることを抑制することで、キャ
リア密度に起因して、トランジスタのしきい値電圧がマイナス方向にシフトしてしまうこ
とを抑制することができる。そのため、トランジスタの他方のゲート電極に印加する電位
によって、トランジスタのしきい値電圧を容易に制御することが可能となる。
【０２０４】
本実施の形態は、他の実施の形態と適宜組み合わせて適用することができる。
【符号の説明】
【０２０５】
１０１　　基準電圧生成回路
１０２　　分圧回路
１０３　　スイッチ
１０４　　オペアンプ
１０５　　バイアス回路
１０５ａ　　バイアス回路
１０５ｂ　　バイアス回路
１０６　　保持回路
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１０７　　保持回路
１０８　　保持回路
１０９　　バイアス回路
１１１　　スイッチ
１１２　　容量素子
１１３　　スイッチ
１１４　　容量素子
１１５　　トランジスタ
１１６　　トランジスタ
１１７　　トランジスタ
１１８　　トランジスタ
１１９　　スイッチ
１２０　　容量素子
１２１　　トランジスタ
１２２　　トランジスタ
１３１　　トランジスタ
１３２　　トランジスタ
１３３　　トランジスタ
１３４　　トランジスタ
１３５　　抵抗素子
１３６　　トランジスタ
１３７　　抵抗素子
１３８　　トランジスタ
１３９　　トランジスタ
１４０　　トランジスタ
１４１　　トランジスタ
１４２　　トランジスタ
１４３　　トランジスタ
１４４　　容量素子
１４５　　トランジスタ
１５１　　トランジスタ
１５６　　トランジスタ
１６２　　トランジスタ
１６３　　抵抗素子
１６４　　容量素子
１６５　　トランジスタ
１６６　　トランジスタ
１６７　　トランジスタ
１６８　　トランジスタ
１６９　　トランジスタ
１７１　　保持回路
１７２　　トランジスタ
１７３　　抵抗素子
１７４　　抵抗素子
１７５　　保持回路
１７６　　スイッチ
１７７　　抵抗素子
１７８　　トランジスタ
１７９　　トランジスタ
１８０　　スイッチ
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１８１　　容量素子
１８２　　スイッチ
１８３　　容量素子
１９０　　基準電圧生成回路
３００　　電源制御装置
３０１　　メインスイッチ
３０２　　サブスイッチ
３０３　　データ処理装置
３０４　　整流回路
３０５　　ＡＣ／ＤＣコンバータ
３０６　　ＤＣ／ＤＣコンバータ
３０７　　容量素子
３０８　　不揮発性メモリ
３０９　　揮発性記憶部
３１０　　不揮発性記憶部
３１１　　センサ
５００　　基板
５０１　　チャネル形成領域
５０２　　低濃度不純物領域
５０３　　高濃度不純物領域
５０４ａ　　ゲート絶縁膜
５０４ｂ　　ゲート絶縁膜
５０５ａ　　ゲート電極層
５０５ｂ　　ゲート電極層
５０６ａ　　ソース電極層
５０６ｂ　　ドレイン電極層
５０６ｃ　　ソース電極層
５０６ｄ　　ドレイン電極層
５０７　　金属間化合物領域
５０８ａ　　サイドウォール絶縁膜
５０８ｂ　　サイドウォール絶縁膜
５０９　　素子分離絶縁膜
５１０　　トランジスタ
５１１　　チャネル形成領域
５１２　　低濃度不純物領域
５１３　　高濃度不純物領域
５１７　　金属間化合物領域
５２０　　トランジスタ
５２１　　層間絶縁膜
５２２　　層間絶縁膜
５２３　　配線
５２４　　絶縁膜
５２５ａ　　導電層
５２５ｂ　　導電層
５２６　　絶縁膜
５３０　　トランジスタ
５３１　　絶縁膜
５３２　　絶縁膜
５３３　　半導体膜
５３４ａ　　ソース電極層
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５３４ｂ　　ドレイン電極層
５３４ｃ　　導電層
５３５　　ゲート絶縁膜
５３６ａ　　ゲート電極層
５３６ｂ　　導電層
５３７　　層間絶縁膜
５３８　　層間絶縁膜
５３９　　配線
５４０　　容量素子

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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【図１１】

【手続補正書】
【提出日】平成30年4月2日(2018.4.2)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電源電圧が供給される期間において、第１の電位を生成する機能を有する第１の回路と
、
　第１のトランジスタと、
　第１の容量素子と、
　第２の回路と、を有し、
　前記第２の回路は、差動回路を有し、
　前記第１の電位は、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方に入力され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第２の回路と電気的に接
続され、
　前記第１の容量素子は、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方と電気的
に接続され、
　前記差動回路は、第２のトランジスタを有し、
　前記第１の回路は、第３のトランジスタ乃至第５のトランジスタと、第２の容量素子と
、を有し、
　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第４のトランジスタのソ
ース又はドレインの一方と電気的に接続され、
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　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第３のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第２の容量素子は、前記第４のトランジスタのゲートと電気的に接続され、
　前記第４のトランジスタのゲートは、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの
一方と電気的に接続され、
　前記第５のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第３のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第５のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第４のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタのチャネル形成領域、及び、前記第５のトランジスタのチャネ
ル形成領域は、酸化物半導体を有し、
　前記第２のトランジスタのチャネル形成領域、前記第３のトランジスタのチャネル形成
領域、及び、前記第４のトランジスタのチャネル形成領域は、シリコンを有する半導体装
置。
【請求項２】
　電源電圧が供給される期間において、第１の電位を生成する機能を有する第１の回路と
、
　第１のトランジスタと、
　第１の容量素子と、
　第２の回路と、を有し、
　前記第２の回路は、差動回路を有し、
　前記第１の電位は、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの一方に入力され、
　前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第２の回路と電気的に接
続され、
　前記第１の容量素子は、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの他方と電気的
に接続され、
　前記差動回路は、第２のトランジスタを有し、
　前記第１の回路は、第３のトランジスタ乃至第５のトランジスタと、第２の容量素子と
、を有し、
　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第４のトランジスタのソ
ース又はドレインの一方と電気的に接続され、
　前記第３のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第３のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第２の容量素子は、前記第４のトランジスタのゲートと電気的に接続され、
　前記第４のトランジスタのゲートは、前記第１のトランジスタのソース又はドレインの
一方と電気的に接続され、
　前記第５のトランジスタのソース又はドレインの一方は、前記第３のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第５のトランジスタのソース又はドレインの他方は、前記第４のトランジスタのゲ
ートと電気的に接続され、
　前記第１のトランジスタのチャネル形成領域、及び、前記第５のトランジスタのチャネ
ル形成領域は、酸化物半導体を有し、
　前記第２のトランジスタのチャネル形成領域、前記第３のトランジスタのチャネル形成
領域、及び、前記第４のトランジスタのチャネル形成領域は、シリコンを有する半導体装
置であって、
　前記第２のトランジスタの上方、前記第３のトランジスタの上方、及び、前記第４のト
ランジスタの上方に、第１の絶縁層が配置され、
　前記第１の絶縁層の上方に、前記第１のトランジスタ、及び前記第５のトランジスタが
配置されることを特徴とする半導体装置。
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